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設工認に係る補足説明資料

外部火災防護設計の基本方針に関する 

外部火災の影響を考慮する施設の選定について

１．下線は， R６から R７への変更箇所を示す。  
２．本資料は，再処理施設の第２回設工認申請及び廃棄物管理施設の設工認申請を

踏まえ ,記載を追加するものである。  

【公開版】
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1. 概要  

本資料は，再処理施設の第１回設工認申請 (令和２年 12 月 24 日申請 )

及び第２回設工認申請 (令和４年 12 月 26 日申請 )， MOX 燃料加工施設の

第１回設工認申請 (令和２年 12 月 24 日申請 )及び廃棄物管理施設の設工

認申請 (令和４年 12 月 26 日申請 )のうち，以下に示す添付書類の外部火災の影

響を考慮する施設の選定を補足説明するものである。 

・再処理施設  添付書類「Ⅵ－１－１－１－３－２  外部火災の影響を

考慮する施設の選定」  
・ MOX 燃料加工施設  添付書類「Ⅴ－１－１－１－３－２  外部火災の

影響を考慮する施設の選定」  
・廃棄物管理施設  添付書類「Ⅲ－１－１－１－３－２  外部火災の影

響を考慮する施設の選定」  

上記添付書類において，外部火災の影響を考慮する施設の選定方針等を

示しており，本資料では，外部火災の影響を考慮する施設の選定の考え方

と，その考え方に基づいて選定した結果について，補足説明するものであ

る。  

 

2. 外部火災の影響を考慮する施設の選定について  

2.1 外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定  

外部火災の直接的影響を考慮し，外部火災から防護する施設 (以下「外

部火災防護対象施設」という。)の設計方針を踏まえて，外部火災の直接

的影響を考慮する施設を選定する。選定した外部火災の直接的影響を考

慮する施設を外部火災の影響を考慮する施設とする。  

外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定フローを第 2-1 図に示す。

選定フローを用い選定した結果について以下の (1)～ (4)に分類し，それ

ぞれ①～④として付番を行った。  

 

(1) 外部火災防護対象施設を収納する建屋(①) 

建屋内の外部火災防護対象施設は，建屋にて防護されることから，

外部火災防護対象施設を収納する建屋を「外部火災の直接的影響を

考慮する施設」とする。  

 

(2) 建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設 (② ) 

建屋内に収納される外部火災防護対象施設のうち，外気を取り込

む外部火災防護対象施設は，外部火災の影響により高温となった外

気を機器内部に取り込むことによって安全性を損なうおそれがある

ため，「外部火災の直接的影響を考慮する施設」とする。  

 

(3) 屋外の外部火災防護対象施設 (③ ) 

屋外の外部火災防護対象施設は，外部火災の影響により安全性を

損なうおそれがあるため，「外部火災の直接的影響を考慮する施設」

として選定する。  
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(4) 飛来物防護板等から影響を受ける外部火災防護対象施設(④) 

建屋内の外部火災防護対象施設は建屋により防護することを基本

としているが，開口部を有する場合には竜巻防護の観点から，飛来

物防護板及び飛来物に耐えうる扉（以下「飛来物防護板等」という。）

を設置することとしている。  

このような状況を踏まえ，建屋内の外部火災防護対象施設のうち

温度上昇の影響を受ける可能性のある施設は飛来物の影響を受ける

施設と重複することから，飛来物防護板等による温度上昇の影響を

受ける施設を「外部火災の直接的影響を考慮する施設」として選定

する。  

飛来物防護板等には，コンクリート製の飛来物防護板があるが，

建屋外壁と同等程度の厚さを有することから，建屋の外壁の評価に

包絡されるため，対象としない。  

なお，排気口等の小さな開口部に設置される飛来物防護板からの

輻射は，建屋内に伝える熱影響が小さいことから，対象外とする。  

 

2.2 外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の選定  

外部火災防護対象施設及びそれらを収納する建屋 (以下「外部火災防護

対象施設等」という。)に波及的影響を及ぼし得る施設については，機械

的影響及び機能的影響を考慮し，以下のとおり外部火災の影響を考慮す

る施設として選定する。  

「外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設」に係る選

定フローを第 2-2図から第 2-4図に，外部火災防護対象施設等に波及的影

響を及ぼし得る施設のイメージを第 2-5図に示す。選定フローを用い選定

した結果について⑤ -a，⑤ -b及び⑥として付番を行った。  

(1) 機械的影響を及ぼし得る施設  

a. 倒壊又は転倒により外部火災防護対象施設等に損傷を及ぼし得

る施設 (⑤ -a) 

現地調査により選定した外部火災防護対象施設等の周辺の建

物・構築物のうち，倒壊又は転倒により外部火災防護対象施設等

の安全機能を喪失させる可能性がある施設として，外部火災防護

対象施設等以外の建物等の高さが外部火災防護対象施設等との

距離よりも高い施設を抽出する。このうち，想定される外部火災

の影響により，倒壊又は転倒し，外部火災防護対象施設等を損傷

させ安全機能を損なわせるおそれがある施設を倒壊又は転倒に

より外部火災防護対象施設等に損傷を及ぼし得る施設とする。  

b. 外部火災からの伝熱により外部火災防護対象施設等に損傷を及

ぼし得る施設 (⑤ -b) 

外部火災特有の事象として，外部火災防護対象施設等に接続し

ている又は系統として繋がっている施設から熱が伝わり外部火
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災防護対象施設等に波及的影響を及ぼす事象を想定する。  

なお，小口径配管・電線管，屋外からの伝熱の距離が非常に長

い配管及び外部火災防護対象施設と離隔距離が十分離れている

設備等，明らかに伝熱により周囲に熱影響を及ぼさないものは対

象としない。  

(2) 機能的影響を及ぼし得る施設 (⑥ ) 

外部火災防護対象施設の屋外の付属設備のうち，外部火災の直接

的影響及び二次的影響により破損して，外部火災防護対象施設の安

全機能を損なわせるおそれがある施設に機能的影響を及ぼし得る施

設とする。  

 

2.3 使用済燃料収納キャスクを収納する建屋等  

再処理施設の使用済燃料収納キャスクは，再処理施設内に一時的に保

管され，ガラス固化体を収納した輸送容器は廃棄物管理施設内に一時的

に保管されることを踏まえ，使用済燃料収納キャスクを収納する建屋及

びガラス固化体を収納した輸送容器を収納する建屋（以下「使用済燃料

収納キャスクを収納する建屋等」という。）については，以下のとおり外

部火災の影響を考慮する施設とする。  

(1) 使用済燃料収納キャスクを収納する建屋等  

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋等は，倒壊により使用済

燃料収納キャスク等に波及的破損を与える可能性があることから，

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋等を，外部火災の影響を考

慮する施設とする。  

 

2.4 外部火災の二次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設の選定  

外部火災の二次的影響 (ばい煙 )を考慮し，外部火災防護対象施設の設

計方針を踏まえて，外部火災の二次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設を選

定する。選定した外部火災の二次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設を外部

火災の影響を考慮する施設とする。  

外部火災の二次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設の選定フローを第 2-6

図に示す。選定フローを用い選定した結果について⑦ -a として付番を行

った。  

(1) 二次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設 (⑦ -a) 

外部火災防護対象施設が外部火災の二次的影響 (ばい煙 )により

安全機能を損なうことがないよう，外気を取り込む施設を二次的影

響 (ばい煙 )を考慮する施設として選定する。  

また，外部火災防護対象施設が外部火災の二次的影響 (ばい煙 )に

より安全機能を損なうことがないよう，居住性を考慮する施設を二

次的影響 (ばい煙 )を考慮する施設として選定する。  
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2.5 外部火災の二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設の選定  

外部火災の二次的影響 (有毒ガス )を考慮し，外部火災防護対象施設の

設計方針を踏まえて，外部火災の二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設

を選定する。選定した外部火災の二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設

を外部火災の影響を考慮する施設とする。  

外部火災の二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設の選定フローを第

2-6 図に示す。選定フローを用い選定した結果について⑦ -b として付番

を行った。  

(1) 二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設 (⑦ -b) 

外部火災防護対象施設が外部火災の二次的影響 (有毒ガス )により

安全機能を損なうことがないよう，居住性を考慮する施設を二次的

影響 (有毒ガス )を考慮する施設として選定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-1 図  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定フロー  

  

外 部 火 災 防 護 対 象 施 設  

建 屋 に 収 納 さ れ て い る か  

 
外 部 火 災 防 護 対 象 施 設 と し て は 対 象 外 と な る

が ， 収 納 す る 建 屋 を 外 部 火 災 の 影 響 を 考 慮 す る

施 設 と す る  
⇒ ① 外 部 火 災 防 護 対 象 施 設 を 収 納 す る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 考 慮 す る 施 設  
→ ③ 屋 外 の 外 部 火 災 防 護 対 象 施 設  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け た

外 気 又 は 飛 来 物 防 護 板 等

の 温 度 上 昇 に よ る 影 響 を

受 け な い か  

外 部 火 災 の 影 響 を 考 慮 す る 施 設  
⇒ ② 建 屋 内 の 施 設 で 外 気 を 取 り 込 む 外 部 火

災 防 護 対 象 施 設  
⇒ ④ 飛 来 物 防 護 板 等 か ら 影 響 を 受 け る 外 部

火 災 防 護 対 象 施 設  

地 上 階 に 外 部 火 災 防 護 対

象 施 設 が 設 置 さ れ て い る

か  
対 象 外  

N o  

Ye s  

Ye s  

N o  

N o  

Ye s  
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第 2-2 図  倒壊又は転倒により外部火災防護対象施設等に  

損傷を及ぼし得る施設の選定フロー  

  

再 処理 事業所 内の施 設  

外 部火 災防護 対象施
設 等以 外の施 設か  

対 象外  

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

Yes 

外 部火 災の影 響を考 慮す る施 設  

→ ⑤ -a 倒 壊又は 転倒 により 外部 火災防 護

対 象施 設等に 損傷を 及ぼ し得 る施 設  

屋 外に 設置さ  
れ る施 設か  

施 設の 倒壊範 囲に外 部火 災
防 護対 象施設 等があ る施 設

か  

外 部火 災の影 響によ り外 部
火 災防 護対象 施設等 へ倒 壊
す るお それが ある施 設か  
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第 2-3 図  外部火災からの伝熱により外部火災防護対象施設等に  

損傷を及ぼし得る施設の選定フロー  

 

 

 

  

再 処理 事業所 内の施 設  

外 部火 災防護 対象施
設 等以 外の施 設か  

対 象外  

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

Yes 

外 部火 災の影 響を考 慮す る施 設  

→ ⑤ -b 外 部火災 から の伝熱 によ り外部 火災

防 護対 象施設 等に損 傷を 及ぼ し得 る施設  

屋 外に 設置さ  
れ る施 設か  

屋 外か ら屋内 の外部 火災 防護
対 象施 設等に 接触の ある 施設
又 は伝 熱面積 の大き い施 設か  

伝 熱に より外 部火災 防護 対
象 施設 等の安 全機能 を損 な

う おそ れがあ る施設 か  
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第 2-4 図  機能的影響を及ぼし得る施設の選定フロー  

 

 

 

 

 

再 処理 事業所 内の施 設  

外 部火 災防護 対象施
設 等以 外の施 設か  

対 象外  

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

Yes 

外 部火 災の影 響を考 慮す る施 設  

→ ⑥  機能的 影響を 及ぼ し得 る施 設  

外 部火 災防護 対象施
設 の屋 外の付 属設備

か  

直 接的 影響及 び二次 的影 響
に 対し て「外 部火災 の影 響
を 考慮 する施 設」と して 選
定 した 施設の 付属設 備か  

外 部火 災の影 響によ る破 損
等 によ り外部 火災防 護対 象
施 設の 安全機 能を損 なわ せ

る 施設 か  
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注記  *外部事象防護対象施設等以外の建物等の高さ（高さ H）が外部火災防

護対象施設等との距離（水平距離 L）よりも高い施設を抽出する。  

 

第 2-5 図  外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のイメージ 

 

 

  

外部火災防
護対象施設

外部火災防護
対象施設等

倒壊

付属設備

建物・
構築物

倒壊

建物・
構築物

水平距離
 L *

高さ H *

⑤-b　外部火災か
らの伝熱

⑤-a　倒壊又は
転倒

⑤-a　倒壊又
は転倒

⑥　破損等によ
る機能的影響

10



 

外外火 08-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-6 図  二次的影響 (ばい煙及び有毒ガス )に係る  

外部火災の影響を考慮する施設の選定フロー  

 

 

以  上  

 

 

⑦ -b  
外 部火 災の影 響を考 慮す る施 設  

→ 二次 的影響 （ばい 煙及 び有 毒ガ ス）を 考

慮 する 施設  

対 象外  

外 部火 災防護 対象施 設  

外 気 を 取 り 込 む 施 設 か  

⑦ -a  
外 部火 災防護 対象設 備と なる が， 収納す る

建 屋及 びその 空調系 統に つい て， 二次的 影

響 を考 慮する 施設と する  
→ 二次 的影響 （ばい 煙） を考 慮す る施設  

居 住 性 を 考 慮 す る （ 制 御 室

等 の 事 故 時 に 人 が と ど ま り

対 応 を 行 う ） 場 所 に 影 響 を

与 え る 施 設 か  
 

建 屋 に 収 納 さ れ て い る か  対 象外  

No 

Yes  

Yes  

No 

Yes  
No 
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1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定結果  

設工認に係る補足説明資料本文中の「 2. 外部火災の影響を考慮する

施設の選定について」に基づき，外部火災の影響を考慮する施設を選定

した結果を以下に示す。  

外部火災の影響を考慮する施設としては，外部火災の直接的影響を考

慮する施設の選定結果，外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし

得る施設，使用済燃料収納キャスクを収納する建屋，二次的影響 (ばい

煙 )を考慮する施設及び二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設としてい

る。  

 

1.1 外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果  

外部火災防護対象施設等のうち，外部火災の影響を考慮する施設を

以下の (1)～ (4)の分類に選定した。選定結果を第 1.1-1 表に示す。  

また，第 1.1-1 図に外部火災の影響を考慮する施設の構内配置を示

す。  

(1) 外部火災防護対象施設を収納する建屋 (① ) 

建屋内の外部火災防護対象施設は，建屋にて防護されることか

ら，外部火災防護対象施設を収納する建屋を外部火災の影響を考

慮する施設とする。外部火災防護対象施設を収納する建屋を以下

に示す。  

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋  

・前処理建屋  

・分離建屋  

・精製建屋  

・ウラン脱硝建屋  

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  

・ウラン酸化物貯蔵建屋  

・ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋  

・高レベル廃液ガラス固化建屋  

・第 1 ガラス固化体貯蔵建屋  

・制御建屋  

・非常用電源建屋  

・主排気筒管理建屋  

 

(2) 建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設 (② ) 

建屋内に収納される外部火災防護対象施設のうち，外気を取り

込む外部火災防護対象施設を外部火災の影響を考慮する施設とす

る。建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設を以下

に示す。  

・第 1 非常用ディーゼル発電機  

・第 2 非常用ディーゼル発電機  
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(3) 屋外の外部火災防護対象施設 (③ ) 

屋外の外部事象防護対象施設は，外部火災の影響により安全性

を損なうおそれがあるため，外部火災の影響を考慮する施設とす

る。屋外の外部火災防護対象施設を以下に示す。  

・前処理建屋  

・分離建屋  

・精製建屋  

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  

・高レベル廃液ガラス固化建屋  

・安全冷却水系冷却塔 A， B 

・安全冷却水 A， B 冷却塔  

・冷却塔 A， B 

・安全冷却水系膨張槽  

・安全冷却水系（安全冷却水系冷却塔 A,B，安全冷却水 A,B 冷

却塔，冷却塔 A,B 及び安全冷却水系膨張槽周りの配管）  

・安全冷却水系膨張槽水位計  

・主排気筒  

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備  

・高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備  

・精製建屋塔槽類廃ガス処理設備  

・前処理建屋換気設備  

・分離建屋換気設備  

・精製建屋換気設備  

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備  

・高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備  

 

 (4) 鋼板の飛来物防護板等から影響を受ける外部火災防護対象施設

(④ ) 

建屋内に収納される外部火災防護対象施設のうち，飛来物防護

板等から影響を受ける外部防護対象施設を外部火災の影響を考慮

する施設とする。  

 

・第 2 非常用ディーゼル発電機  

・安全蒸気系  

・前処理建屋  非常用所内電源系統  

・前処理建屋  計測制御設備  
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第 1.1-1表  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目（ 1/4）  

No. 分 類  設 備名 称  

外 部火 災

に 対す る

設 計項 目  設 置建 屋  

熱 影響  

1 

外 部 火 災 防 護 対 象 施

設 を 収 納 す る 建 屋

(① ) 

使 用済 燃料受 入れ・

貯 蔵建 屋  
○  ―  

2 前 処理 建屋  ○  ―  

3 分 離建 屋  ○  ―  

4 精 製建 屋  ○  ―  

5 ウ ラン 脱硝建 屋  ○  ―  

6 
ウ ラン ・プル トニウ

ム 混合 脱硝建 屋  
○  ―  

7 
ウ ラン 酸化物 貯蔵建

屋  
○  ―  

8 

ウ ラン ・プル トニウ

ム 混合 酸化物 貯蔵建

屋  

○  ―  

選定結果の凡例)○ ： 評 価 対 象  － ： 評 価 対 象 外  
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第 1.1-1表  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目（ 2/4）  

No. 分 類  設 備名 称  

外 部火 災

に 対す る

設 計項 目  設 置建 屋  

熱 影響  

9 

外 部 火 災 防 護 対 象 施

設 を 収 納 す る 建 屋

(① ) 

高 レベ ル廃液 ガラス

固 化建 屋  
○  ―  

10 
第 １ガ ラス固 化体貯

蔵 建屋  
○  ―  

11 制 御建 屋  ○  ―  

12 非 常用 電源建 屋  ○  ―  

13 主 排気 筒管理 建屋  ○  ―  

14 
建 屋 内 の 施 設 で 外 気

を 取 り 込 む 外 部 火 災

防 護対 象施設 (② ) 

第 １非 常用デ ィーゼ

ル 発電 機  
○  

使 用済 燃料受 入れ・

貯 蔵建 屋  

15 
第 ２非 常用デ ィーゼ

ル 発電 機  
○  非 常用 電源建 屋  

選定結果の凡例)○ ： 評 価 対 象  － ： 評 価 対 象 外  
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第 1.1-1表  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目（ 3/4）  

No. 分 類  設 備名 称  

外 部火 災

に 対す る

設 計項 目  設 置建 屋  

熱 影響  

16 

屋 外 の 外 部 火 災 防 護

対 象施 設 (③ ) 

安 全冷 却水系 冷却塔  ○  屋 外  

17 安 全冷 却水冷 却塔  ○  屋 外  

18 冷 却塔  ○  屋 外  

19 安 全冷 却水系 膨張槽  ○  屋 外  

20 

安 全冷 却水系 (安全 冷

却 水系 冷却塔 ，安全

冷 却水 冷却塔 ，冷却

塔 及び 安全冷 却水系

膨 張槽 周りの 配管 ) 

○  屋 外  

21 
安 全冷 却水系 膨張槽

水 位計  
○  屋 外  

22 主 排気 筒  ○  屋 外  

23 

ウ ラン ・プル トニウ

ム 混合 脱硝建 屋塔槽

類 廃ガ ス処理 設備  

○  屋 外  

選定結果の凡例)○ ： 評 価 対 象  － ： 評 価 対 象 外  
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第 1.1-1表  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目（ 4/4）  

No. 分 類  設 備名 称  

外 部火 災

に 対す る

設 計項 目  設 置建 屋  

熱 影響  

24 

屋 外 の 外 部 火 災 防 護

対 象施 設 (③ ) 

高 レベ ル廃液 ガラス

固 化建 屋塔槽 類廃ガ

ス 処理 設備  
○  屋 外  

25 
精 製建 屋塔槽 類廃ガ

ス 処理 設備  
○  屋 外  

26 前 処理 建屋換 気設備  ○  屋 外  

27 分 離建 屋換気 設備  ○  屋 外  

28 精 製建 屋換気 設備  ○  屋 外  

29 

ウ ラン ・プル トニウ

ム 混合 脱硝建 屋換気

設 備  

○  屋 外  

30 
高 レベ ル廃液 ガラス

固 化建 屋換気 設備  
○  屋 外  

31 

飛 来 物 防 護 板 等 か ら

影 響 を 受 け る 外 部 火

災 防護 対象施 設 (④ ) 

第 ２非 常用デ ィーゼ

ル 発電 機  
○  非 常用 電源建 屋  

32 安 全蒸 気系  ○  前 処理 建屋  

33 
前 処理 建屋  非常用

所 内電 源系統  
○  前 処理 建屋  

34 
前 処理 建屋  計測制

御 設備  
○  前 処理 建屋  

選定結果の凡例)○ ： 評 価 対 象  － ： 評 価 対 象 外  
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第 1.1-1 図  外部火災防護対象施設等の構内配置図  
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1.2 外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の選定結果  

(1) 機械的影響を及ぼし得る施設  

a. 倒壊又は転倒により外部火災防護対象施設等に損傷を及ぼし

得る施設(⑤ -a) 

外部火災防護対象施設等を除く施設のうち，倒壊，転倒又は

破損により外部火災防護対象施設等の安全機能を喪失させる可

能性がある施設を第 1.2-1 表に示す。また，外部火災防護対象

施設等の周辺の施設の配置について第 1.2-1 図に示す。  

 

(a) 飛来物防護ネット  

・飛来物防護ネット (使用済燃料の受入れ施設用  安全冷却

水系冷却塔 ) 

・飛来物防護ネット (再処理設備本体用  安全冷却水系冷却

塔 ) 

・飛来物防護ネット（第 2 非常用ディーゼル発電機用  安全

冷却水系冷却塔）  

 

(b) 飛来物防護板  

・飛来物防護板 (主排気筒接続用  屋外配管及び屋外ダクト  

主排気筒周り ) 

・飛来物防護板 (主排気筒接続用  屋外配管及び屋外ダクト  

分離建屋屋外 ) 

・飛来物防護板（主排気筒接続用  屋外配管及び屋外ダクト  

精製建屋屋外）  

・飛来物防護板（主排気筒接続用  屋外配管及び屋外ダクト  

高レベル廃液ガラス固化建屋屋外）  

・飛来物防護板 (冷却塔接続  屋外設備 ) 

 

b. 外部火災からの伝熱により外部火災防護対象施設等に損傷を

及ぼし得る施設(⑤ -b) 

外部火災特有の事象として，外部火災防護対象施設等に接続

している又は系統として繋がっている施設から熱が伝わり外部

火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼす事象を想定する。外

部火災防護対象施設を収納する建屋に貫通する配管，電線管は

あるが，外部火災防護対象施設とは系統的に分離されており，

屋内の外部火災防護対象施設と接触はないこと及び小さな配管

等であり，それらの温度上昇による周囲への熱影響は考えにく

いことから，外部火災から伝熱することはないため，波及的影

響を及ぼし得る施設にはならない。  

なお，屋外の外部火災防護対象施設に接続している又は系統

として繋がっている施設の影響の有無については，当該施設の

評価において確認する。  

 

(2) 機能的影響を及ぼし得る施設 (⑥ ) 

外部火災防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施設として，

外部火災防護対象施設の屋外の付属施設の破損により，外部火災
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防護対象施設の安全機能を損なわせるおそれがある施設の確認結

果を第 1.2-2 表に示す。  

ベント管等の配管設備については，主要な材質が鋼材であり，

形状を維持することで機能が維持される設備であり，融点が非常

に高いことから外部火災による直接影響により変形は発生しな

い。また，ばい煙の粒子径は十分小さく外部火災による二次的影

響により閉塞するおそれがない。風量計については，直ちに安全

機能を損なうものではなく，代替手段により対応可能であること

から，外部火災防護対象施設に対して機能的影響を及ぼし得る施

設の対象にならないことを確認した。  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 1/10）  

外部火災防護対

象施設等  周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋  

使用済燃料受入れ・

貯蔵管理建屋  
〇  × 

周辺の施設の最小の外壁の厚さ

は 40cm 以上を有しており，最

も厳しい航空機墜落火災におい

てもコンクリートの許容温度を

超えるのは 5cm 程度であり，外

壁の強度は維持されることか

ら，安全機能を喪失させること

はない。  

使用済燃料輸送容器

管理建屋 (使用済燃料

収納使用済燃料輸送

容器保管庫 ) 

〇  × 

周辺の施設の最小の外壁の厚さ

は 135cm 以上を有しており，最

も厳しい航空機墜落火災におい

てもコンクリートの許容温度を

超えるのは 5cm 程度であり，外

壁の強度は維持されることか

ら，安全機能を喪失させること

はない。  

前処理建屋  ―  ―  ―  
周辺に波及的影響を及ぼす可能

性のある施設はない。  

分離建屋  

試薬建屋  × × 
離隔距離 (約 30m)＞建屋高さ

(約 12m) 

出入管理建屋  × × 
離隔距離 (約 50m)＞建屋高さ

(約 24m) 

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   

25



 

外外火 08別紙 1-11 

 

第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 2/10）  

外部火災防護対

象施設等  周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

精製建屋  

試薬建屋  × × 
離隔距離 (約 40m)＞建屋高さ (約

12m) 

出入管理建屋  × × 
離隔距離 (約 70m)＞建屋高さ (約

24m) 

ウラン脱硝建屋  
事務建屋  

(再処理事務所 ) 
〇  × 

事務建屋とウラン脱硝建屋との距

離は 8m であり，この間に航空機

が墜落することは考えにくい。事

務建屋のウラン脱硝建屋とは反対

側及び側面側から影響を受けたと

しても，事務建屋は火炎に対して

十分な大きさ (南北方向：約

119m，東西方向：約 24m)があ

り，事務建屋全体が大きく倒壊す

ることは考えにくく，熱影響を受

けた側が崩落したとしてもウラン

脱硝建屋への影響はない。  

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋  
―  ―  ―  

周辺に波及的影響を及ぼす可能性

のある施設はない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 3/10）  

外部火災防護対

象施設等  周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

ウラン酸化物貯

蔵建屋  

事務建屋  

(再処理事務所 ) 
〇  × 

事務建屋とウラン酸化物貯蔵建屋

との距離は 4m であり，この間に

航空機が墜落することは考えにく

い。事務建屋のウラン酸化物貯蔵

建屋とは反対側及び側面側から影

響を受けたとしても，事務建屋は

火炎に対して十分な大きさ (南北

方向：約 119m，東西方向：約

24m)があり，事務建屋全体が大き

く倒壊することは考えにくく，熱

影響を受けた側が崩落したとして

もウラン酸化物貯蔵建屋への影響

はない。  

ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋換

気設備の排気系  

〇  × 

熱影響により倒壊又は破損したと

しても直下へ落下するのみである

ことから，安全機能を喪失させる

ことはない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 4/10）  

外部火災防

護対象施設

等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

ウラン・プ

ルトニウム

混合酸化物

貯蔵建屋  

ウラン・プルトニ

ウム混合酸化物貯

蔵建屋換気設備の

排気系  

〇  × 

熱影響により倒壊又は破損したとし

ても直下へ落下するのみであること

から，安全機能を喪失させることは

ない。  

高レベル廃

液ガラス固

化建屋  

北換気筒  × × 
離隔距離 (約 90m)＞建屋高さ (約

75m) 

第１ガラス

固化体貯蔵

建屋  

北換気筒  〇  × 

北換気塔は 6.4mm 以上の鋼材で構成さ

れており，最も厳しい航空機墜落火災

でも必要離隔距離は 9m＊であり，火災

から 30m 以上の離隔距離があることか

ら倒壊には至らない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  

注 記  ＊：設 工認添 付書 類「 Ⅵ－ １－１ －１－ ３－ ４  外部 火災 防護に おけ る評価 結果 」のう ち 2.3.1 の 「 d.必要 離隔距 離の結 果」 から 設定 。  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 5/10）  

外部火災防

護対象施設

等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

制御建屋  

出入管理建屋  〇  × 

周辺の施設の最小の外壁の厚さは

50cm 以上を有しており，最も厳しい

航空機墜落火災においてもコンクリ

ートの許容温度を超えるのは 5cm 程

度であり，外壁の強度は維持される

ことから，安全機能を喪失させるこ

とはない。  

運転訓練施設  〇  × 

事務建屋と制御建屋との間は隙間が

なく，その間に航空機が墜落するこ

とはない。運転訓練施設の制御建屋

とは反対側及び側面側から影響を受

けたとしても，運転訓練施設は一面

約 25m の正方形に近い幅の建屋で火

炎に対して十分な大きさがあり，運

転訓練施設全体が大きく倒壊するこ

とは考えにくく，熱影響を受けた側

が崩落したとしても制御建屋に影響

はない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 6/10）  

外部火災

防護対象

施設等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

非常用電

源建屋  

冷却水設備  × × 離隔距離 (約 45m)＞構築物高さ (約 9m) 

北換気筒  × × 離隔距離 (約 180m)＞換気筒高さ (約 75m) 

運転訓練  

施設  
〇  × 

非常用電源建屋側に航空機が墜落することを想定

した場合，運転訓練施設は一面約 25m の正方形に

近い幅の建屋で火炎に対して十分な大きさがあ

り，運転訓練施設全体が大きく倒壊することは考

えにくく，熱影響により壁の一部が崩れたとして

も下方向にがれきが落ちることから， 36m 離れた

非常用電源建屋に影響はない。  

安全冷却水

系冷却塔Ａ  

第１低レベ

ル廃棄物  

貯蔵建屋  

× × 

離隔距離 (約 30m)＞建屋高さ (約 10m) 

使用済燃料

輸送容器  

管理建屋  

○  × 

周辺の施設の最小の外壁の厚さは 135cm 以上を有

しており，最も厳しい航空機墜落火災においても

コンクリートの許容温度を超えるのは 5cm 程度で

あり，外壁の強度は維持されることから，安全機

能を喪失させることはない。  

飛来物防護

ネット  
〇  〇  

飛来物防護ネットが外部火災防護対象施設等の外

殻にあるため対象とする。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置していないこと又は

軽量であることから落下したとしても冷却機能へ

影響はないため，対象としない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  
×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 7/10）  

外部火災防

護対象施設

等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護  

対象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

安全冷却水

系冷却塔Ｂ  

北換気筒  ○  × 

北換気塔は 6.4mm 以上の鋼材で構成さ

れており，最も厳しい航空機墜落火災

でも必要離隔距離は 9m＊であり，火災

から 10m 以上の離隔距離があることか

ら倒壊には至らない。  

使用済燃料受入

れ・貯蔵管理建屋  
〇  × 

周辺の施設の最小の外壁の厚さは

40cm 以上を有しており，最も厳しい

航空機墜落火災においてもコンクリ

ートの許容温度を超えるのは 5cm 程

度であり，外壁の強度は維持される

ことから，安全機能を喪失させるこ

とはない。  

飛来物防護ネット  〇  〇  

飛来物防護ネットが外部火災防護対

象施設等の外殻にあるため対象とす

る。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置してい

ないこと又は軽量であることから落

下したとしても冷却機能へ影響はな

いため，対象としない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  

注 記  ＊：設 工認添 付書 類「 Ⅵ－ １－１ －１－ ３－ ４  外部 火災 防護に おけ る評価 結果 」のう ち 2.3.1 の 「 d.必要 離隔距 離の結 果」 から 設定 。  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 8/10）  

外部火災防

護対象施設

等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火災防

護対象施設等までの距離

の関係  判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

安全冷却水

Ａ冷却塔  

―  ―  ―  
周辺に波及的影響を及ぼす可能性のあ

る施設はない。  

飛来物防護ネット  〇  〇  
飛来物防護ネットが外部火災防護対象

施設等の外殻にあるため対象とする。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置していな

いこと又は軽量であることから落下し

たとしても冷却機能へ影響はないた

め，対象としない。  

安全冷却水

Ｂ冷却塔  

冷却水設備  × × 離隔距離 (約 10m)＞構築物高さ (約 9m) 

低レベル廃棄物処理

建屋  
× × 

離隔距離 (約 45m)＞建屋高さ (約 29m) 

低レベル廃棄物処理

建屋換気筒  
× × 

離隔距離 (約 90m)＞構築物高さ (約

46m) 

第２低レベル廃棄物

貯蔵建屋  
× × 

離隔距離 (約 70m)＞建屋高さ (約 13m) 

飛来物防護ネット  〇  〇  
飛来物防護ネットが外部火災防護対象

施設等の外殻にあるため対象とする。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置していな

いこと又は軽量であることから落下し

たとしても冷却機能へ影響はないた

め，対象としない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 9/10）  

外部火災防

護対象施設

等  

周辺の施設  

施設の高さと外部火

災防護対象施設等ま

での距離の関係  判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

冷却塔Ａ  

冷却水設備  × × 離隔距離 (約 45m)＞構築物高さ (約 9m) 

北換気筒  × × 離隔距離 (約 180m)＞換気筒高さ (約 75m) 

飛来物防護ネット  〇  〇  
飛来物防護ネットが外部火災防護対象施

設等の外殻にあるため対象とする。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置していない

こと又は軽量であることから落下したと

しても冷却機能へ影響はないため，対象

としない。  

冷却塔Ｂ  

北換気筒  × × 離隔距離 (約 180m)＞換気筒高さ (約 75m) 

飛来物防護ネット  〇  〇  
飛来物防護ネットが外部火災防護対象施

設等の外殻にあるため対象とする。  

運転訓練施設  〇  × 

当該建屋の外壁の厚さ 5cm 以上，かつ幅

約 21ｍの建屋に対し，最も厳しい航空機

墜落火災は半径 10.8m 程度であり，一部

の外壁の強度が低下しても倒壊しないこ

とは明らかであるため，安全機能を喪失

させることはない。  

火災感知器  〇  × 

支持架構搭載機器上部に設置していない

こと又は軽量であることから落下したと

しても冷却機能へ影響はないため，対象

としない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 10/10）  

外部火災防護対象施設等  周辺の施設  

施設の高さと外部火災防

護対象施設等までの距離

の関係  判定  備考  

〇：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

主排気筒接続用   

屋外配管及び屋外ダクト  

主排気筒周り  

飛来物防護板  〇  〇  

飛来物防護板が外部火災

防護対象施設等の外殻に

あるため対象とする。  

主排気筒接続用   

屋外配管及び屋外ダクト  

分離建屋屋外  

飛来物防護板  〇  〇  

飛来物防護板が外部火災

防護対象施設等の外殻に

あるため対象とする。  

主排気筒接続用   

屋外配管及び屋外ダクト  

精製建屋屋外  

飛来物防護板  〇  〇  

飛来物防護板が外部火災

防護対象施設等の外殻に

あるため対象とする。  

主排気筒接続用   

屋外配管及び屋外ダクト  

高レベル廃液ガラス固化

建屋屋外  

飛来物防護板  〇  〇  

飛来物防護板が外部火災

防護対象施設等の外殻に

あるため対象とする。  

冷却塔接続  屋外設備  飛来物防護板  〇  〇  

飛来物防護板が外部火災

防護対象施設等の外殻に

あるため対象とする。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  
×：外部火災防護対象施設等等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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第 1.2-2 表  機能的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧  

外部火災防護対象

施設  

外部火災防護対象

施設の付属設備  

外部火災防護対象施

設を機能喪失させる

可能性があるか？  

判定  備考  

安全蒸気系の安全

蒸気ボイラ  
排気管  × × 

主要な材質が鋼材であり，形状を維

持することで機能が維持される設備

であり，融点が非常に高いことから

外部火災による直接影響により変形

は発生しない。また，ばい煙の粒子

径は十分小さく外部火災による二次

的影響により閉塞するおそれがない

ことから，安全機能に影響はない。  

安全圧縮空気系の

安全空気圧縮装置  
給気配管  × × 

安全圧縮空気系の

安全空気脱湿装置  
再生空気排気配管  × × 

第１非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

排気管  × × 

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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第 1.2-2 表  機能的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧 (つづき ) 

外部火災防護対象

施設  

外部火災防護対象

施設の付属設備  

外部火災防護対象施

設を機能喪失させる

可能性があるか？  

判定  備考  

第１非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

排気消音器  × × 

主要な材質が鋼材であり，形状を維持

す る こ と で機 能 が 維持 さ れ る 設備 で

あり，融点が非常に高いことから外部

火 災 に よ る直 接 影 響に よ り 変 形は 発

生しない。また，ばい煙の粒子径は十

分 小 さ く 外部 火 災 によ る 二 次 的影 響

に よ り 閉 塞す る お それ が な い こと か

ら，安全機能に影響はない。  

第１非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

ベント管  × × 

第１非常用ディー

ゼル発電機の燃料

デイタンク  

ベント管  × × 

第１非常用ディー

ゼル発電機の重油

タンク  

ベント管  × × 

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   
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第 1.2-2 表  機能的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧 (つづき ) 

外部火災防護対象

施設  

外部火災防護対象施

設の付属設備  

外部火災防護対象

施設を機能喪失さ

せる可能性がある

か？  

判定  備考  

第１非常用ディー

ゼル発電機の潤滑

油タンク  

ベント管  × × 

主要な材質が鋼材であり，形状を維持す

ることで機能が維持される設備であり，

融点が非常に高いことから外部火災によ

る直接影響により変形は発生しない。ま

た，ばい煙の粒子径は十分小さく外部火

災による二次的影響により閉塞するおそ

れがないことから，安全機能に影響はな

い。  

第２非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

排気管  × × 

第２非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

排気消音器  × × 

第２非常用ディー

ゼル発電機のディ

ーゼル機関  

ベント管  × × 

第２非常用ディー

ゼル発電機の燃料

油サービスタンク  

ベント管  × × 

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   
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第 1.2-2 表  機能的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧 (つづき ) 

外部火災防護対象

施設  

外部火災防護対象

施設の付属設備  

外部火災防護対象施

設を機能喪失させる

可能性があるか？  

判定  備考  

第２非常用ディー

ゼル発電機の燃料

油貯蔵タンク  

ベント管  × × 

主要な材質が鋼材であり，形状を維持

す る こ と で機 能 が 維持 さ れ る 設備 で

あり，融点が非常に高いことから外部

火 災 に よ る直 接 影 響に よ り 変 形は 発

生しない。また，ばい煙の粒子径は十

分 小 さ く 外部 火 災 によ る 二 次 的影 響

に よ り 閉 塞す る お それ が な い こと か

ら，安全機能に影響はない。  

第２非常用ディー

ゼル発電機の潤滑

油タンク  

ベント管  × × 

第２非常用ディー

ゼル発電機のシリ

ンダ油サービスタ

ンク  

ベント管  × × 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の安全

冷却水系の安全冷

水冷凍機  

吹出し配管  × × 

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外   

38



 

外外火 08別紙 1-24 

 

第 1.2-2 表  機能的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧 (つづき ) 

外部火災防護対象

施設  

外部火災防護対象

施設の付属設備  

外部火災防護対象施

設を機能喪失させる

可能性があるか？  

判定  備考  

主排気筒  風量計  × × 

その機能が失われた場合においても，直

ちに安全機能を損なうものではなく，代

替手段により対応可能であることから，

外部火災防護対象施設に対して機能的影

響を及ぼし得る施設の対象にならない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象  

×：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の対象外  
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＊ 安全冷却水系冷却塔 A，B，安全冷却水 A，B 冷却塔及び冷却塔 A，B には竜巻防護ネットを設置しており，主排気塔及びダクトに 

飛来物防護板を設置しており，それぞれ外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設として選定する。 

第 1.2-1図 周辺の施設の配置図 

 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ ＊ 
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1.3 使用済燃料収納キャスクを収納する建屋の選定結果 

使用済燃料収納キャスクに波及的影響を及ぼし得る使用済燃料収納キャスクを収

納する建屋を，外部火災の影響を考慮する施設として選定する。 

・使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫 

 

1.4 外部火災の二次的影響を考慮する施設の選定結果 

1.4.1 二次的影響(ばい煙)を考慮する施設の選定結果 

外部火災の二次的影響(ばい煙)を考慮する施設の選定結果を第 1.4-1表に示

す。 

(1) 二次的影響(ばい煙)を考慮する施設(⑦-a) 

外部火災防護対象施設が二次的影響（ばい煙）により安全機能を損なうこと

がないよう，外気を取り込む施設を外部火災の影響を考慮する施設として選定

する。 

・外部火災防護対象施設を収納する建屋の換気空調設備 

・制御建屋中央制御室換気設備 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室換気設備 

・第 1非常用ディーゼル発電機 

・第 2非常用ディーゼル発電機 

・安全圧縮空気系の空気圧縮機 

・ガラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風管 

 

1.4.2 二次的影響(有毒ガス)を考慮する施設の選定結果 

外部火災の二次的影響(有毒ガス)を考慮する施設の選定結果を第 1.4-1表に示

す。 

(1) 二次的影響(有毒ガス)を考慮する施設(⑦-b) 

外部火災防護対象施設が二次的影響（有毒ガス）により安全機能を損なうお

それがないよう，有毒ガスを考慮する施設を選定する。 

・制御建屋中央制御室換気設備 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室換気設備 
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第1.4-1表 外部火災の二次的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目 

No. 分類 設備名称 
外部火災に対する設計項目 

設置建屋 
ばい煙 有毒ガス 

1 

二次的影響(ばい煙)を考慮

する施設(⑦-a) 

外部火災防護対象施設を収納

する建屋の換気空調設備 
○ ― 各建屋 

2 制御建屋中央制御室換気設備 ○ ― 制御建屋 

3 第 1非常用ディーゼル発電機 ○ ― 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

4 第 2非常用ディーゼル発電機 ○ ― 非常用電源建屋 

5 安全圧縮空気系の空気圧縮機 ○ ― 前処理建屋 

6 
ガラス固化体貯蔵設備の収納

管及び通風管 
○ ― 高レベル廃液ガラス固化建屋 

第１ガラス固化体貯蔵建屋 

7 

二次的影響(有毒ガス)を考

慮する施設(⑦-b) 

制御建屋中央制御室換気設備 ― ○ 制御建屋 

8 
使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室換気設備 
― ○ 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

選定結果の凡例)○：評価対象 －：評価対象外 
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2. 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目 

上記「1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定結果」の結果から得られた外部火

災の影響を考慮する施設の設計項目を第 2-1表に示す。 

43



 

外外火 08-別紙 1-29 

第 2-1表 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目(1/4)  

分類 設備名称 
設計項目 

熱影響 
二次的影響
（ばい煙） 

二次的影響
（有毒ガス） 

外部火災防護対象施設
を収納する建屋(①) 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 〇 － － 

前処理建屋 〇 － － 

分離建屋 〇 － － 

精製建屋 〇 － － 

ウラン脱硝建屋 〇 － － 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 
〇 － － 

ウラン酸化物貯蔵建屋 〇 － － 

ウラン・プルトニウム 

混合酸化物貯蔵建屋 
〇 － － 

高レベル廃液ガラス固化建屋 〇 － － 

第１ガラス固化体貯蔵建屋 〇 － － 

制御建屋 〇 － － 

非常用電源建屋 〇 － － 

主排気筒管理建屋 〇 － － 

設計項目の凡例)〇：設計対象  －：設計対象外 
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第 2-1表 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目(2/4)  

分類 設備名称 
設計項目 

熱影響 
二次的影響
（ばい煙） 

二次的影響
（有毒ガス） 

建屋内の施設で外気を
取り込む外部火災防護
対象施設(②) 

第１非常用ディーゼル発電機 〇 － － 

第２非常用ディーゼル発電機 〇 － － 

屋外の外部火災防護対
象施設(③) 

安全冷却水系冷却塔 〇 － － 

安全冷却水冷却塔 〇 － － 

冷却塔 〇 － － 

安全冷却水系膨張槽 〇 － － 

安全冷却水系(安全冷却水系冷

却塔，安全冷却水冷却塔，冷却

塔及び安全冷却水系膨張槽周り

の配管) 

〇 － － 

安全冷却水系膨張槽水位計 〇 － － 

主排気筒 〇 － － 

ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋塔槽類廃ガス処理設備 
〇 － － 

設計項目の凡例)〇：設計対象  －：設計対象外 
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第 2-1表 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目(3/4)  

分類 設備名称 
設計項目 

熱影響 
二次的影響
（ばい煙） 

二次的影響
（有毒ガス） 

屋外の外部火災防護対
象施設(③) 

高レベル廃液ガラス固化建屋塔

槽類廃ガス処理設備 〇 － － 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 〇 － － 

前処理建屋換気設備 〇 － － 

分離建屋換気設備 〇 － － 

精製建屋換気設備 〇 － － 

ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋換気設備 
〇 － － 

高レベル廃液ガラス固化建屋換

気設備 
〇 － － 

飛来物防護板等から影
響を受ける外部火災防
護対象施設(④) 

第２非常用ディーゼル発電機 〇 － － 

倒壊又は転倒により外
部火災防護対象施設等
に損傷を及ぼし得る施
設(⑤-a) 

飛来物防護ネット(再処理設

備本体用 安全冷却水系冷却

塔) 

〇 － － 

使用済燃料収納キャス
クを収納する建屋 

使用済燃料収納使用済燃料輸

送容器保管庫 
〇 － － 

設計項目の凡例)〇：設計対象  －：設計対象外 
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第 2-1表 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目(4/4)  

分類 設備名称 
設計項目 

熱影響 
二次的影響
（ばい煙） 

二次的影響
（有毒ガス） 

二次的影響(ばい煙)を
考慮する施設(⑦-a) 

外部火災防護対象施設を収納す

る建屋の換気空調設備 
－ 〇 － 

制御建屋中央制御室換気設備 － 〇 － 

第 1非常用ディーゼル発電機 － 〇 － 

第 2非常用ディーゼル発電機 － 〇 － 

安全圧縮空気系の空気圧縮機 － 〇 － 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管

及び通風管 
－ 〇 － 

二次的影響(有毒ガス)
を考慮する施設(⑦-b) 

制御建屋中央制御室換気設備 － － 〇 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室換気設備 
－ － 〇 

設計項目の凡例)〇：設計対象  －：設計対象外 

 

以上 
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1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定結果  

設工認に係る補足説明資料本文中の「 2. 外部火災の影響を考慮する

施設の選定について」に基づき，外部火災の影響を考慮する施設を選定

した結果を以下に示す。  

外部火災の影響を考慮する施設としては，外部火災の直接的影響を考

慮する施設の選定結果，外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし

得る施設，ガラス固化体を収納した輸送容器を収納する建屋，二次的影

響 (ばい煙 )を考慮する施設及び二次的影響 (有毒ガス )を考慮する施設と

している。  

 

1.1 外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果  

外部火災防護対象施設等のうち，外部火災の影響を考慮する施設を

以下の (1)～ (4)の分類に選定した。選定結果を第 1.1-1 表に示す。  

また，第 1.1-1 図に外部火災の影響を考慮する施設の構内配置を示

す。  

(1) 外部火災防護対象施設を収納する建屋(①) 

建屋内の外部火災防護対象施設は，建屋にて防護されることか

ら，外部火災防護対象施設を収納する建屋を外部火災の影響を考慮

する施設とする。外部火災防護対象施設を収納する建屋を以下に示

す。  

・ガラス固化体貯蔵建屋  

・ガラス固化体貯蔵建屋 B 棟  

 

(2) 建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設 (② ) 

対象なし  

 

(3) 屋外の外部火災防護対象施設 (③）  

対象なし  

 

(4) 鋼板の飛来物防護板から影響を受ける外部火災防護対象施設(④) 

対象なし  
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第 1.1-1表  外部火災の直接的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目  

No. 分類  設備名称  
外部火災に対する設計項目  

設置建屋  
熱影響  

1 
外部火災防護対象施設を収納

する建屋 (① ) 

ガラス固化体貯蔵

建屋  
○  - 

２  
ガラス固化体貯蔵

建屋 B 棟  
○  - 

凡例)○：評価対象  －：評価対象外  
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第 1.1-1 図  外部火災防護対象施設等の構内配置図  
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1.2 外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の選定結果  

(1) 機械的影響を及ぼし得る施設  

a. 倒壊又は転倒により外部火災防護対象施設等に損傷を及ぼし

得る施設(⑤ -a) 

外部火災防護対象施設を収納する建屋であるガラス固化体貯

蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋 B 棟を除く施設のうち，倒壊

又は転倒により外部火災防護対象施設等の安全機能を喪失させ

る可能性がある施設を第 1.2-1 表に示す。また，外部火災防護

対象施設等の周辺の施設の配置について第 1.2-1 図に示す。  

 

ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋 B 棟の周辺

の屋外施設として，以下の施設がある。  

・北換気筒  

・ユーティリティ建屋  

・工業用水等ポンプ建屋  

・ガラス固化体受入れ建屋  

このうち，ユーティリティ建屋及び工業用水等ポンプ建屋に

ついては，「高さ＜外部火災防護対象施設等までの水平距離」

であることから，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵

建屋 B 棟に対して，倒壊，転倒又は破損により波及的影響を及

ぼし得る施設にならない。  

北換気筒については，最も近いガラス固化体貯蔵建屋までの

離隔距離が 40m であり，最も厳しい外部火災の熱影響を考慮し

たとしても倒壊に至ることはないことから，波及的影響を及ぼ

し得る施設にならない。  

ガラス固化体受入れ建屋については，最も厳しい外部火災の

熱影響を考慮したとしても外壁の強度は維持されることから，

波及的影響を及ぼし得る施設にならない。  

 

b. 外部火災からの伝熱により外部火災防護対象施設等に損傷を

及ぼし得る施設(⑤ -b) 

外部火災特有の事象として，外部火災防護対象施設等に接続

している又は系統として繋がっている施設から熱が伝わり外部

火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼす事象を想定する。外

部火災防護対象施設を収納する建屋に貫通する配管，電線管は

あるが，外部火災防護対象施設とは系統的に分離されており，

屋内の外部火災防護対象施設と接触はないこと及び小さな配管

等であり，それらの温度上昇による周囲への熱影響は考えにく

いことから，外部火災から伝熱することはないため，波及的影

響を及ぼし得る施設にはならない。  
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(2) 機能的影響を及ぼし得る施設(⑥) 

外部火災防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施設として，外

部火災防護対象施設の屋外の付属設備を考慮する。なお，外部火災

による直接的影響及び二次的影響に対して選定した外部火災の影響

を考慮する施設の付属設備については，当該施設の設計において外

部火災の影響を考慮していることから，機能的影響を及ぼし得る施

設として選定しない。  

廃棄物管理施設の外部火災防護対象施設である遮へいについて

は，外部と接続する付属施設はない。  

また，収納管及び通風管までの流路については，二次的影響にお

いて設計を考慮することから，機能的影響を及ぼし得る施設として

選定しない。  
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 1/2）  

外部火災防護

対象施設等  
周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護対

象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

○：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

ガラス固化体

貯蔵建屋  

北換気筒  ○  × 

北換気塔は 6.4mm 以上の鋼材で構成されて

おり，最も厳しい航空機墜落火災でも必要

離隔距離は 9m＊であり，火災から 40m 以上

の離隔距離があることから倒壊には至らな

い。 

ガラス固化体受入

れ建屋  
○  × 

ガラス固化体受入れ建屋の外壁の厚さは

45cm 以上を有しており，最も厳しい航

空機墜落火災においてもコンクリートの

許容温度を超えるのは 5cm 程度であり，

外壁の強度は維持されることから，安全

機能を喪失させることはない。  

＜判定＞  
〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設  
×：外部火災対象施設等に波及的影響を及ぼすおそれのないもの  
注記  ＊：設工認添付書類「Ⅲ－１－１－１－３－４  外部火災防護における評価結果」のうち 2.3.1 の「 d.必要離

隔距離の結果」から設定。
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第 1.2-1 表  機械的影響を及ぼし得る施設の選定結果一覧（ 2/2）  

外部火災防護

対象施設等  
周辺の施設  

施設の高さと外部火災防護対

象施設等までの距離の関係  
判定  備考  

○：高さ＞距離  

×：高さ＜距離  

ガラス固化体

貯蔵建屋 B 棟  

北換気筒  ○  × 

北換気塔は 6.4mm 以上の鋼材で構成されて

おり，最も厳しい航空機墜落火災でも必要

離隔距離は 9m＊であり，火災から 40m 以上

の離隔距離があることから倒壊には至らな

い。 

ユーティリティ建

屋  
× × 

離隔距離 (約 18m)＞ユーティリティ建屋

高さ (約 6m) 

工業用水等ポンプ

建屋  
× × 

離隔距離 (約 30m 以上 )＞工業用水等ポン

プ建屋高さ (約 13m) 

ガラス固化体受入

れ建屋  
○  × 

ガラス固化体受入れ建屋の外壁の厚さは

45cm 以上を有しており，最も厳しい航

空機墜落火災においてもコンクリートの

許容温度を超えるのは 5cm 程度であり，

外壁の強度は維持されることから，安全

機能を喪失させることはない。  

＜判定＞  

〇：外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設  

×：外部火災対象施設等に波及的影響を及ぼすおそれのないもの  

注記  ＊：設工認添付書類「Ⅲ－１－１－１－３－４  外部火災防護における評価結果」のうち 2.3.1 の「 d.必要離隔距離の

結果」から設定。  
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第 1.2-1図 周辺の施設の配置  
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1.3 ガラス固化体を収納した輸送容器を収納する建屋の選定結果 

ガラス固化体を収納した輸送容器に波及的影響を及ぼし得るガラス固化体を収納

した輸送容器を収納する建屋を，外部火災の影響を考慮する施設として選定する。 

・ガラス固化体受入れ建屋 

 

1.4 外部火災の二次的影響を考慮する施設の選定結果 

1.4.1 二次的影響(ばい煙)を考慮する施設の選定結果 

外部火災の二次的影響(ばい煙)を考慮する施設の選定結果を第 1.4-1表に示す。 

(1) 二次的影響(ばい煙)を考慮する施設(⑦-a) 

外部火災防護対象施設が二次的影響(ばい煙)により安全機能を損なうことが

ないよう，外気を取り込む施設を外部火災の影響を考慮する施設として選定す

る。 

・ガラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風管 

 

1.4.2 二次的影響(有毒ガス)を考慮する施設の選定結果 

(1) 二次的影響(有毒ガス)を考慮する施設(⑦-b) 

対象なし 
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第1.4-1表 外部火災の二次的影響を考慮する施設の選定結果及び設計項目 

No. 分類 設備名称 
外部火災に対する設計項目 

設置建屋 
ばい煙 有毒ガス 

1 
二次的影響(ばい煙)を考慮する

施設(⑦-a) 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管及

び通風管 
○ ― 

ガラス固化体貯蔵建屋 

ガラス固化体貯蔵建屋 B棟 

選定結果の凡例)○：評価対象 －：評価対象外 
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2. 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目 

上記「1. 外部火災の影響を考慮する施設の選定結果」の結果から得られた外部火

災の影響を考慮する施設の設計項目を第 2-1表に示す。 
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第 2-1表 外部火災の影響を考慮する施設と設計項目 

分類 設備名称 

設計項目 

熱影響  
二次的影響  

（ばい煙）  

二次的影響  

（有毒ガス）  

外部火災防護対象施設を収納

する建屋(①) 

ガラス固化体貯蔵建屋  ○ －  － 

ガラス固化体貯蔵建屋 B 棟  ○ －  － 

ガラス固化体を収納した

輸送容器を収納する建屋  
ガラス固化体受入れ建屋  ○ －  －  

二次的影響 (ばい煙 )を考

慮する施設(⑦ -a) 

ガラス固化体貯蔵設備の収

納管及び通風管  
－  ○ －  

凡例)○：設計対象  －：設計対象外 
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